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既存木造住宅 耐震改修工事  
補助金の申請受付について

対�象となる住宅＝次の全てに該当する市内の住宅で、
耐震診断をし、耐震改修工事を行うもの

・�昭和56 年5 月31 日以前に着工された、現に住宅
の用に供している、3 階建て以下の木造の一戸建て
住宅･長屋･共同住宅（店舗部分床面積がのべ床面の
2 分の1 未満の店舗等の用途を兼ねるものも含む）
・�現行の耐震基準に適合しない、在来軸組構法･伝統
的構法･枠組壁工法による住宅か木造と他の構造の
立面的な混構造の住宅
募集数＝数件予定（申込先着順）
補�助対象＝耐震改修工事を行う住宅の所有者で、市税
を滞納していない人（共有の住宅は、全員の合意に
よる代表者）
工�事期間＝補助金の交付決定日以降に着手～平成28
年3月末日までに完了
補�助金の額＝耐震改修工事の工事費用の３分の1（補
助限度額は、30 万円）
詳�細･申込･問合せ＝7月1日（水）～平成28年1月
29日（金）（土･日曜、祝日を除く）の９時～ 17時
に、必要書類と印鑑を持って、入札検査課 施設整備
室（市役所3階308番窓口･内線647）へ。
※必要書類等の詳細は、お問い合わせください。

鼻に関する講演会と無料相談
（県医師会耳鼻咽喉科部会 主催）

　講演｢鼻の病気と匂いの話｣（県立医科大学教授 北
原 糺さん）と、専門医による耳鼻咽喉科全般に関する
無料相談会を行います。
日時＝8月6日（木）14時～ 16時
場所＝県中小企業会館（奈良市登大路町）
問�合せ＝県医師会耳鼻咽喉科部会事務局
　（☎0744-22-8502）

既存木造住宅 無料耐震診断 
（一般診断法）希望者を募集します

対�象となる住宅＝昭和56年以前に、在来軸組構法･
伝統的構法･枠組壁工法のいずれかで建築された、
延べ床面積250㎡以下で、2階以下（地階を除く）の
木造住宅（一戸建ての住宅･長屋･共同住宅･店舗
兼用住宅）
補助対象＝原則、上記対象建築物を所有する人
募集数＝10戸（申込先着順）
詳�細･申込･問合せ＝7月1日（水）～平成28年1月
29日（金）（土･日曜、祝日を除く）の９時～ 17時
に、必要書類と印鑑を持って、入札検査課 施設整備
室（市役所３階308番窓口･内線647）へ。
※�必要書類等の詳細は、お問
い合わせください。
※�耐震改修工事を行うには、
別途精密診断が必要になり
ます。

PCB処理を適正に！ 
～奈良県からのお知らせ～

　PCB（ポリ塩化ビフェニル）を含む電気機器（トラ
ンス、コンデンサ、業務用・施設用蛍光灯安定器など）
を使用･保管しているときは、PCB特別措置法に基づ
き届出が必要です。
　事務所などの電気室･キュービクルや倉庫などを念
のため確認してください。
　もしPCBを含有している電気機器が見つかった場
合は、すぐに届出をしてください。
　PCBを含む機器を不法投棄や不適正な方法で処分
した場合は、廃棄物処理法で厳しく罰せられることが
あります。
問合せ＝奈良県 廃棄物対策課 産業廃棄物第二係
　（☎0742-27-8747）� （環境政策課）

対�　象＝7月1日現在において大和郡山市に住民
登録のある人で、平成12年4月2日～平成21
年4月1日生まれまでの人
商�品券内容＝1人5,000 円分の大和郡山市商工会
が発行する市内共通商品券
発�送日＝7月15日（水）に、	
簡易書留郵便にて発送
問合せ＝学校教育課（内線724）

地域住民生活等緊急支援のための交付金を活用し、小･中学
校児童生徒の読書推進事業を実施します。
市内の登録店舗で利用可能な市内共通商品券を郵送します
ので、小・中学生の図書購入に活用ください。

小･中学生の読書推進のための 
市内共通商品券をお届けします
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